
タイムスタディ調査票への
回答（30日間）

居宅介護支援事業所における介護支援専門員等の
業務実態に関する調査研究事業 調査概要

本調査は、厚生労働省 令和７年度老人保健事業推進費等補助金として実施するものです。
令和６年度介護報酬改定が居宅介護支援や介護予防支援事業所、介護支援専門員の業務にどのよ
うな影響を与えたかについて定量的に把握するためにタイムスタディ調査を実施し、日頃の介護支援専門員
の業務内容を詳細に把握するとともに、次期介護報酬改定に向けた検討を行うことを目的としています。

本調査の目的

調査対象：居宅介護支援事業所（約150事業所）、介護予防支援事業所（約100事業所）
※回答は、可能な限り事業所のすべての介護支援専門員の方にご協力頂きたくお願いします

調査内容：調査対象事業所に所属する全介護支援専門員の30日間の業務
調査時期：令和７年８月11日～９月10日の1か月間（予定）
調査方法：介護支援専門員ご自身が、エクセルの調査票に入力頂く形式
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「居宅介護支援及び介護予防支援における令和６年度介護報酬改定の影響に関する業務実態の調査
研究事業」事務局
株式会社三菱総合研究所 ヘルスケア事業本部 社会保障戦略グループ 齋藤・清水・森田
■メールアドレス ： r7-ts-caremanager@ml.mri.co.jp

問合せ先

調査票イメージ（タイムスタディ調査票）

調査期間において給付実績がある利用者について状況をお聞きします。
項目が複数あるため、紙形式ではなくエクセルをお送りし、エクセルで回答頂く形としております。
主な調査内容：性別、年齢、要介護度、日常生活自立度、同居者有無、加算有無、調査期間中の
サービス担当者会議開催有無、医療・施設連携の状況、サービス利用状況、利用者の状況 等
※利用者氏名を調査事務局に回答頂くことはありません。

調査イメージ（利用者調査票）

事業所の概要についてお聞きします。
主な調査項目：解説念、地域区分、指定予防支援業務の受託有無、利用者数、加算・減算の状況、
併設施設の状況、ICT機器の整備状況、介護支援専門員の概要、常勤職員の所定労働時間 等

調査イメージ（事業所調査票）

業務コード別に業務時間（分）を回答頂きます。以下は現時点での調査票イメージです。

①業務開始時間を入力
（業務時間は自動計算されます）

①

②業務コードを選択

② ④③

③勤務場所を選択 ④利用者調査票に記載した
利用者IDを入力

※タイムスタディ調査と紐づけて活用します

エクセルの調査票を送付します。
エクセル１ファイルので1日１シート
ご回答いただきます。



居宅介護支援事業所における業務に関する調査は、 「老人保健健康増進等事業（本
調査）」及び「介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査」において平成15
年から継続的に実施されています。調査の結果は、今後の介護報酬や運営基準を議論
する上で、重要な資料となります。調査の趣旨をご理解いただき、ご協力のほどよろしく
お願いいたします。

本調査はこのように活用されています

令和元年度に実施された本調査（老人保健健康増進等事業）の結果は、第19４回
社会保障審議会介護給付費分科会（令和２年11月）で公表され、令和３年度報
酬改定における居宅介護支援費Ⅱ（新設）の検討のための基礎データとなりました。

調査結果が介護報酬改定の検討に活用された例（１）

調査結果

（出所）第199回介護給付費分科会
（令和３年１月） 資料１

（出所）第19４回社会保障審議会介護給付費分科会（令和２年11月） 資料１



令和元年度調査により、介護支援専門員の医療機関への通院同行の実施有無や回数、通
院同行の理由（専門職としての役割）の実態が把握され、医療と介護の連携の強化や適切
なケアマネジメントをや質の向上を進める観点から、通院時情報連携加算が創設されました。

（出所）第182回社会保障審議会介護給付費分科会資料 資料６

調査の趣旨をご理解いただき、ご協力のほどよろしくお願いいたします。

令和元年度に実施された実施された本調査（老人保健健康増進等事業）の
結果は、 第182回社会保障審議会介護給付費分科会（令和2年８月）で
公表され、令和元年度報酬改定における通院時情報連携加算の検討のため
の基礎データとなりました。

調査結果が介護報酬改定の検討に活用された例（２）

（出所）第199回介護給付費分科会
（令和３年１月） 資料１


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4

